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１ 大気汚染防止法の改正（令和２年６月）について

令和２年６月に大気汚染防止法

（以下、「大防法」という。）が改正

大防法に基づく
アスベスト規制が強化
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大気汚染防止法の改正事項と施行日

環境省HPから引用

建築物 工作物令和8年1月
施行

令和5年6月に公布

工作物における調査者 追加



１ 大気汚染防止法の改正（令和２年６月）について

調査を適切に行うために必要な知識を有する者による事前調査の義務化

建築物石綿含有建材調査者等：令和５年１０月１日～

工作物石綿事前調査者：令和８年１月１日～
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工作物石綿事前調査者

※一戸建て等調査者は一戸建て住宅や共同住宅の内部のみ

事前調査を行うことができます。



１ 大気汚染防止法の改正（令和２年６月）について
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（R5.10.1～） （R8.1.1～） （R8.1.1～）
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解体等工事に係る規制の概要

環境省HPから引用

＜凡例＞
赤枠：令和２年６月改正後
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解体等工事に係る規制の概要

環境省HPから引用



２ 事前調査の方法について
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事前調査の概念図
建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び
石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル（p.87）

（大防法第18条の15第１項）

解体等工事の元請業者は、当該解体等工
事が特定工事に該当するか否かについて、
設計図書その他の書面による調査、特定建
築材料の有無の目視による調査その他の
環境省令で定める方法による調査を行うと
ともに、環境省令で定めるところにより、当
該解体等工事の発注者に対し、次に掲げる
事項について、これらの事項を記載した書
面を交付して説明しなければならない。



２ 事前調査の方法について
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○書面調査
・設計図書等により、解体等工事に係る建築物等の設置の工事に着手した日、使用されている建築材料の種類を確認。
・使用されている建築材料のうち石綿が使用されている可能性があるものについて、石綿（アスベスト） 含有建材データ
ベース（https://www.asbestos-database.jp/）等を使用して石綿の含有の有無を確認。
※ただし、石綿（アスベスト）含有建材データベースに記載がないことをもって石綿含有無しと判断してはならない。

○現地での目視調査

・解体等工事に係る建築物等において設計図書と異なる点がないか、現地で建築材料に印字されている製
品名や製品番号等を網羅的に確認し、特定建築材料に該当する可能性のある建築材料を特定する。
・書面調査及び現地での目視調査で石綿含有の有無が把握できず、分析調査を行う場合は、現地で当該建
材を採取する。

※詳細は、建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル付録Ｉ「事前調査の方
法」を参照してください。



２ 事前調査の方法について

段階的に石綿含有製品は規制されてきた。

⇒過去の「無石綿製品」が、現在では石綿含有製品となる場合が

あることに注意！
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昭和50（1975）年

石綿を５重量％を超
えて含有する吹付
け作業の原則禁止

平成7（1995）年

石綿を１重量％を超
えて含有する吹付
け作業の原則禁止

平成18（2006）年
石綿を0.1重量％を

超える製品の輸入、
製造等が全面禁止



２ 事前調査の方法について
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【令和2年11月30日施行通知】

除去等を行う材料が、木材、金属、石、
ガラス等の石綿が含まれていないことが
明らかなものであって、当該材料の除去
等を行うときに周囲の材料を損傷させる
おそれがない作業等

解体等工事に
該当しないため、
事前調査も不要

解体等工事が平成18年9月1日以後に
設置の工事に着手した建築物等を解体し、
改造し、又は補修する作業を伴う建設工事
に該当することが設計図書等の書面により
明らかである場合

特定建築材料の有無の
目視による調査、
調査者等による調査は不要



２ 事前調査の方法について

調査を適切に行うために必要な知識を有する者による事前調査の義務化

建築物石綿含有建材調査者等：令和５年１０月１日～

工作物石綿事前調査者：令和８年１月１日～
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工作物石綿事前調査者

※一戸建て等調査者は一戸建て住宅や共同住宅の内部のみ

事前調査を行うことができます。



２ 事前調査の方法について

右記の機関にて講習実施

※講習実施状況等は、石綿ポー
タルサイト（厚生労働省）や講習登
録機関のウェブサイトを参考にし
てください。
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石綿ポータルサイト（https://www.ishiwata.mhlw.go.jp/）より

https://www.ishiwata.mhlw.go.jp/


事前調査が終了したら・・・

事前調査結果の記録作成・保存

記録にはいずれの方法で判断したか、その判断根拠と
して使用した書類を含めて記録するとよい。

「事前調査を行った者が調査者等に該当することを証明
する書類」も併せて保存する。

保存期間：解体等工事が終了した日から３年間

施主（発注者）への調査結果説明

書面により事前調査結果の結果等を説明

都道府県知事への報告

一定規模以上の解体等工事では、事前調査を行った
ときは遅滞なく都道府県知事に報告する。
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３ 事前調査結果の報告について

事前調査結果の報告が必要な工事
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報告の対象（大防法規則第16条の11第１項）



３ 事前調査結果の報告について（留意事項）
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【作業対象の材料種類（名称）】

• 建築材料の種類は、事前調査を行った種類のみ
報告

（建築物等自体に使用されていない建材は記載
の必要なし。）

• 仕上塗材は吹付け材ではなく、「仕上塗材」の項
目に入力

（令和２年の法改正により、仕上塗材は工法に
かかわらず「仕上塗材」と整理された。）

【元方（元請）事業者情報】
【工事発注者情報】
法人の場合は、代表者（代表取締役、支店長等）の
氏名も報告が必須



３ 事前調査結果の報告について（留意事項）

【解体作業の床面積】

解体工事の場合は報告が必須

【請負金額】

改修工事等の場合は報告が必須

【石綿作業の開始時期】

特定工事の場合は報告が必須

【分析調査を行った箇所】

分析を実施した場合は報告が必須
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３ 事前調査結果の報告について（留意事項）

【事前調査を実施した者】

建築物の場合、氏名・講習機関・登録区分

の入力も必須

※建築着工日が平成18年9月1日以降の場合は不要

【分析調査を実施した者】

分析を実施した場合は報告が必須

※分析＝調査全般ではない。
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３ 事前調査結果の報告について

事前調査結果は、電子システム（Gビズ）により報告
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「石綿事前調査結果報告システム」
https://www.ishiwata-houkoku.mhlw.go.jp/



石綿除去作業にあたって・・・

作業計画の作成

届出（レベル１・２相当の場合）

事前調査結果の掲示、現場への備え置き

作業基準の遵守

作業実施状況の記録作成・保存

取り残し等の確認

調査者等または石綿作業主任者が取り残し
がないこと等を確認する。

作業終了後の発注者への報告・報告書面
の保存

結果を書面で施主（発注者）に報告し、報告
書面を保存する。
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４ 石綿除去作業にあたっての留意事項

事前調査結果の掲示

全ての解体等工事で掲示が必要

周辺住民・作業者の両方に見えやす
い位置に掲示

日本工業規格A３判（29.7cm×43cm）
以上

記載事項を網羅していれば、大防法
と石綿則の掲示を兼ねても良い。
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記載例

建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び
石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル（p.115）



４ 石綿除去作業にあたっての留意事項

作業基準について
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５ その他
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環境省ホームページから、Gビズに入力したデータを
活用して、以下の様式を作成することができます。
※参考様式であるため、大防法で定める項目の記載があれば独自様式でも構いません

https://www.env.go.jp/air/asbestos/post_87.html
https://www.env.go.jp/content/000066308.xlsm

（様式）
・解体等工事に係る事前調査説明書

・建築物等の解体等の作業に関するお知らせ

・特定粉じん排出等作業完了報告書



５ その他
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解体等工事を行う現場市町 届出窓口 解体等工事を行う現場市町 届出窓口

桑名市、いなべ市
木曽岬町、東員町

桑名地域防災総合
事務所環境室

松阪市、多気町
明和町、大台町

松阪地域防災総合
事務所環境室

菰野町、朝日町
川越町

四日市地域防災総合
事務所環境室

伊賀市、名張市
伊賀地域防災総合
事務所環境室

四日市市
（R4.4.1～市内の作業
全て市が窓口に）

四日市市
環境部環境政策課

伊勢市、鳥羽市、志摩市
玉城町、度会町、大紀町

南伊勢町

南勢志摩地域活性化局
環境室

鈴鹿市、亀山市
鈴鹿地域防災総合
事務所環境室

尾鷲市、紀北町
紀北地域活性化局

環境室

津市
津地域防災総合
事務所環境室

熊野市、御浜町
紀宝町

紀南地域活性化局
環境室



ありがとうございました。
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